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資料紹介
関西大学経済・政治研究所発行
「調査と資料」
「堂島米商会所日記』 (1)--(5)
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日本における明治以来の産業経営の変化は，株式会社の普及を特徴としている。わが国
では，通商会社・為替会社， 東京商社， 陸運会社などの会社設立の経験を経て，「会社ナ
ルモノハ世人ノ所謂仲間ニシテ，一致協同其規約ヲ定テ以テ其業ヲ営ムモノヲ云」といっ
た程度の理解を改め，漸次，株式会社の知識を深め，その形式を整えてゆくのである。
ところで，わが国の株式会社の最初のものは，明治5年11月の国立銀行条例にもとづい
て6年6月に設立された第一国立銀行であるとするものと，明治11年5月発布の株式取引
所条例にもとづいて設立された東京株式取引所をもって最初とするものとにわかれてい
る。
もっとも両者のいずれもが，株式会社の要件である独立の法人格，出資の証券化，出資
者の有限責任制，出資から離れた役員制，確定資本金による配当，株主権の平等，株式売
買譲渡の自由などを完全にみたしていたわけではなく，要件によっては出資者の有限責任
制とか株主権の平等のように不安定なものもあったわけである。
以上の両者のほかに類似の事例がないわけではなく，時期的には両者の中間に設立をみ
たもので，従来検討の対象として取り上げられることのなかったものに各地の米商会所が
ある。米商会所は，明治8年5月28日大蔵省布達甲第16号『米穀相場会社創立準則』ー一こ
れは先の明治7年11月27日に公布された「株式取引条例』に照準するが，株式取引と米穀
相場取引とは対象・目的・方法がおのずから異なることから， 別に制定されたものであ
る。一の準備を経て，明治9年8月1日太政官布告第105号「米商会所条例」にもとづい
て，同年9月25日設立の大阪堂島米商会所を最初に，同9年中には東京兜町・蛎殻町（明
治16年5月に東京米商会所として合併），赤間関，京都，近江。
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同10年中に新潟，松山（明治21年5月解散），岡山（同21年5月解散），桑名，金沢，名
古屋，徳島，兵庫。
明治17年に博多，酒田，高岡，野蒜（同19年下期解散）の18米商会所が設立されている。
これらの米商会所は，不完全ながらおおむね株式会社の形式をととのえたものであったと
いえるであろう。もっともここでは株式会社のわが国における初出を検討しようとするも
のではない。
大阪堂島米商会所は， 1株100円750株，資本金7万5千円，（当初は発起人16名引受株
数660枚払込金6万6千円で発足）で設立されたわが国最初の米商会所であって，明治9
年11月2日に開業したが，米穀取引では終始指導的立場において業界は勿論のこと農業関
係団体をもリードしたものである。堂島米商会所が営業期間中に業務上の必要から書き残
した文書および資料・スクラップ類は，今日関西大学図書館に「堂島文書」として所蔵さ
れ，機構類別 1. 総務， 2.商務， 3.出納， 4.受渡， 5.倉庫の5項目に類別され，合綴され
たもの，書冊様のもの，一枚もの，袋入り，切貼（スクラップ）が709点に整理架蔵され
ている。
ここに紹介しようとする「堂島米商会所日記」は， 4.受渡ー雑の項目に入れられ整理さ
れたもので，残存冊数26冊のうち，その半分の13冊分である。
本書は，関西大学経済・政治研究所の刊行物である『調査と資料」に収められたもので
あって，つぎのとおり 5回にわけて発刊された。
堂島米商会所日記(1) 明同治109年 「調査と資料」第8号昭和43年3月 150ページ
同 (2) 至自明同治142年 同 第10号昭和43年10月 231ページ
同 (3) 明同治156年 同 第11号 同 45年3月 217ページ
同 (4) 至自明同治2180年 同 第14号 同 47年3月 252ページ
同 (5) 至自明同治216年 同 第17号 同 50年2月 307ページ
さて，これらの日記は，堂島米商会所が自由意志によって書きのこされたものではない
ようである。それは米商会所条例に附随する内務省布達甲29号米商会所成規の定めにした
がってなされたもののようである。すなわち，同成規の第4条，第5条に，
第4条諸願届其他書類用紙ノ事
第1節 会所ヨリ地方庁ヲ経テ当省へ差出スヘキ諸般ノ願届其他ノ書類及ヒ報告書等ハ都
テ美濃紙又ハ該会所ノ名号アル界紙ヲ用フヘシ
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第5条記録保存ノ事
第1節創立証書会所定款申合規則及頭取肝煎撰挙社中集会二就テノ報告議事ノ如キ会所
ニ関係スル書類ハ一切之ヲ記録二綴属シ頭取肝煎之二記名調印シ以テ後日ノ証拠参
看ノ為メニ保存シ臨時政府ノ検査ヲ受クヘシ
と定められておリ，諸願諸届控，記録（創立関係）， 条例改正伺， 文書留とともに日記
も永年保存にされていたものである。そしてこの日記の用紙は，堂島米商会所の名号を印
刷した界紙（美濃判）が使用されており，成規の定めるところと一致している。
． 日記の記録の内容は別に定めはなく，また実際報告，計算表，株主仲買人姓名表，役員
上任報告のような書例も示されていない。したがって年次によって多少書式が違っている
が，月日，曜日，天候，事項標題，内容の)liro芋で書かれている。主な内容は，
0初相場，立会時間変更，休業，受渡米高及値段，納会
0役員撰挙会，頭取出張，頭取代理届，同解任届，役員辞令，雇員俸給，賞与
0仲買人入退社，仲買組合結成，犯則処分
0定式・臨時株主総集会，常議員会，組頭招集，株式譲受渡，
0各地米商会所一利益配当，役員改選，人物往来，紹介，返答
0農商務省・大阪府達，進達．裁判所差紙，区役所，警察署，納税，認許料納
0常平局倉康払下米（難波・兵庫）
などである。各冊の主な事柄を簡単に紹介すると，第一冊は明治9年10月2813の大阪府
ヨリ仮免状下附写から書きはじめられている。この年の最大の出来事は会所創立事件で，
記録の過半がこれに関連する事項でうずめられている。すなわち堂島米商会所と旧米商
300人との間の紛争で， 事件は裁判所に提訴され，会所役員はあるいは拘留入檻となり，
あるいは遠足留めを命ぜられるなどの処置をうけ， この間に権知事渡辺昇の両者への説
諭，区長栗花茂の示談， 13米商中から創立出願中の摂津米商会所と堂島米商会所の合併に
関する議定書，堂島米商会所入社の米仲買人連名の尋頼書などがそれである。この事件は
翌10年に持越され，同年5月15日，大阪裁判所において，発起人16名中11人に有罪判決が
申し渡され (85-86ページ）それぞれ贖罪金を納めて落着するわけである。
第2冊所収の明治12年から14年間での最大の事件は，明治13年3月，四月限売買中止，
と同年4月全国取引所の定期米売買停止一件である。ところが，明治13年1月から 7月14
日までの13記は欠けているのである。それは明治14年1月7日 (120ページ）の記事に記
されているように，「13年1月已来6月中之日記壱冊………当局二当分入用二付返還難致」
と大阪裁判所検事局糾問係へ参考書類として引上げられたものである。したがってこの事
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件を知るためには他の文献によらなければならないが，詳細は拙稿「五代友厚と堂島米商
会所」（経済論集22-1) を参看されたい。この一件も売買中止，規則改正を不服とする
藤本清兵衛外4名の訴えによって裁判事件となったが，明治14年1月17日 (124ペー ジ），
大阪裁判所糾問掛から「罪スヘキ廉無之」との申渡しで落着する。
しかしながら，売買停止の解停後の規則改正が厳しく，殆んど営業をなしうべからざる
情況といわれるほどになり，後日全国協同会を結成して政府にはたらきかけるわけであ
る。
第3冊所収の15年16年は，米商会所にとっては，益々厳しくなる規則の改正で， 5月の
市場薄商内 (51ページ）仲買人の因惑申までも無く，さらに12月の仲買人税の改正， 16年
4月2日 (180ページ）からの国税徴収により，当時の取引高は新甫6月限は寄付にて僅
か20石の売買にまで落込んでしまう。ちなみにこの年の売買総高は2,652,740石で前年の
半分，明治10年に比較すれば，僅かに10分の1に減少している。しかも他方において，密
売買，条例違反の取締りがきびしく， 16年3月以降，警察出頭，呼出しの記事が隔日にみ
られるようになる。
第4冊の明治18年から2吟三までの記事では，明治18年7月の大洪水，その日の記事は3
行しかないが10月2日の五代友厚の葬儀などが大きな出来事である。この年も不景気で12
月4日には，大阪府知事から仲買人一同へ告諭書がよせられている。 (109~110ペー ジ）
やがて取引所の弊害をめぐって議論百出，取引所改良が一大問題となる。堂島米商会所
においても， 19年11月25日の臨時株主総会 (183ページ）で，株式組織・会員組織に関し
て時勢の趨欝に注意し，あらかじめ為す所を計考するために， 8名の臨時協議員を撰定し
ている。世にいう「プールス」論であるが，これは明治20年5月14日，勅令第11号「取引
所条例」に結果する。この条例によって，大阪では，新取引所の設立がすすめられる。堂
島米商会所では7月14日の臨時総会において， (225ページ）「当米商会所営業モ，永ク之ヲ
維持スル事ヲ得ス。早晩解散セサル可ラス。」と見通し，対策委員7名を指名している。
しかし結果的には米商会所営業延期が許可され，新設大阪取引所は，堂島米商会所日記第
5冊の明治21年10月1日の株主臨時総集会 (48ページ）で述べられているが，「取引所条
例ヲ改良セラレタトキ，又従来ノ米商•株式両会所営業満期二至ル迄ハ，大阪取引所ノ開
業見合候」ことになり，創立経費を大阪株式・堂島米商・東京株式・東京米商・京都株式
の5取引所が分担償却している。
明治23年は受渡しに外国米を代用することの可否が問題になる。米価騰貴に際し，政府
の購入した外国米を米商会所の受渡米に使用させようとの行政指導で，農商務省は斉藤修
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一郎商工局長を来阪させている (176-179ページ）。堂島米商会所はこの件には慎重であ
った。一応七月限受渡から代用をとりきめたが， 10月1日には停止している。 (210,228 
ペー ジ）
かわった記事としては，明治22年10月の十津川罹災者の北海道移住 (133ページ），大隈
伯遭難 (134ページ），星亨衆謙院議長来所 (281ペー ジ）， 板垣伯歓迎 (287ページ）など
があり，また明治23年4月発布をみた商法に関しては，同年10月から 3と8の日を限り，
砂川雄峻・柿崎欽吾両法学士を招聘し商法講義を開設している。第1回の10月3日 (231 
ページ）の記事をみると， 「法学士砂川雄峻，法学士柿崎欽吾ノ両講師臨席。午後6時半
開講，同9時散会ス，同夜聴講者，仲買人中ヨリ67名二有之」と記されている。第2回目
には聴講者76名，第4回51名，第5回41名，第6回49名，第8回28名と次第ぽそりだが，
26年の施行をまつまでもなく，商人といえども法律の勉学をはじめている。ちなみに砂川
・柿崎両講師は関西大学を築いた功労者でもある。
以上，雑駁ながら日記の一端を紹介したが，この日記は， 26年9月26日，大阪は北の静
観楼における堂島米商会所終結のための慰労会の記事をもって終り，以後26年10月1日か
らは，あらたに株式会社大阪堂島米穀取引所日記として継続される。
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